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はじめに
　1990年代半ばから、障害をもつ人たちが地域社会で安心して暮らしつづけられるよう
にするための地域生活支援システム作りの活動が活発になってきた。このシステムの核と
なるのが、地域生活支援センターである。支援センターの基本的機能は、サービスのコー
ディネーション、すなわち、障害をもつ人やその家族の二一ズを柔軟にうけとめ、二一ズ
を適切なサービス資源へとつなげていくことである。本論文では、最初に、わが国の障害
者地域生活支援施策の歴史をふりかえり、地域における先駆的な実践例を検討する。次
に、筆者が、横浜市における施設建設活動に直接関わった際に作成した地域生活支援セン
ター事業計画案をもとに、筆者が考える地域生活支援センターの具体的構想を提示する。
1．地域生活支援をめぐる動向
（1）地域生活支援をめぐる施策の歴史
　［障害者プラン以前］
　地域生活支援への動きの発端になったのは、障害児者施設機能の開放化施策である。そ
れは、措置制度の下で、施設に措置された入所者・通所者だけに提供されていたサービス
を、地域内の在宅障害児者にも利用可能にしようとするものであった。具体的には、1978
年の「在宅重度知的障害者訪問診査事業」、80年の「心身障害児（者）巡回療育相談事
業」および「心身障害児（者）施設地域療育事業」などである。しかしこれらの事業は、
地域生活の二一ズのごく一部を満たすものでしかなかったし、また施設そのものが地域的
に偏在していたために、利用できる人が限られていた。また、こうした施設機能の開放化
施策は・施設に措置された人へのサービス提供を損なわない限りで行われる付加的な事業
でしかなく、施設の側の自主的努力に大きく依存していたから、本来の地域生活支援施策
といえるものではなかった。
　1990年から96年まで実施された「心身障害児（者）地域療育拠点施設事業」は、施設
ユO君
を在宅障害児者とその家族の生活を支援する拠点として位置づけ、地域の他の社会資源と
の連携により本格的な地域生活支援を展開しようという目的をもつものであった。しか
し、実際には、事業を受託した施設の多くは、在宅障害児者の二一ズに合わせて地域の諸
資源を調整して提供するという事業の目的を十分理解して実践することができず、自己の
施設機能を在宅障害児者にも利用してもらうというのが実状であった。また91年度には
通勤寮に生活支援ワーカーを配置して通勤寮退所者の生活支援を行う「精神薄弱者生活支
援事業（後「知的障害者生活支援事業」に改称）も創設されたが、対象者はごく限られた
範囲にとどまっていた。
　」方、児童の分野では、従来障害種別になっていた通園施設を総合化し、医療サービス
の充実もはかるために、1979年に「心身障害児総合通園センター」が制度化された。こ
れは、肢体不自由児、知的障害児、難聴幼児の3種類の通園施設を一体化し、それに診療
（相談・検査）部門をつけ加えることで、通園施設に措置されていない児童にも幅広く対
応できるようにすることを目的としており、概ね人口50万人に1ヶ所設置されることにな
っていた。この「総合通園センター」の制度は、発達期の児童の二一ズに合わせて、障害
種別でなく総合的で柔軟な高度の療育機能をもち、地域療育システムの中核となることを
期待して創設されたのである。
　しかし実際には、十分な機能を発揮できるだけの予算的措置がなされず、受託法人や設
置白治体は大きな負担を強いられることになった。地域によっては、制度で規定している
定員を満たすだけの利用者が確保できない地域もあった。また、この大規模なセンターの
設置をきっかけに、自治体が独白に運営していた地域の小規模な通園事業が整理統合さ
れ、広域から多数の障害児が集中してしまうという結果をもたらした。このため、在宅の
障害児や家族は、長期間待機させられたり、利用回数を制限されたり、遠距離を通わなけ
ればならないなどの不便な思いをすることにもなった。
　［障害者プラン以後］
　1995年12月に発表された「障害者プラン～ノーマライゼーション7ヵ年戦略～」は地
域生活支援を障害者福祉の基本とする方向性を示したものとして、画期的なものであっ
た。そこでは「ノーマライゼーション（地域生活の積極的支援）」の推進のために、新規
事業として生活支援事業が明確に盛り込まれたのである。この事業は、身体障害者を対象
とする「市町村生活支援事業」、知的障害児（者）と重症心身障害児（者）を対象とする
「障害児（者）地域療育等支援事業」、精神障害者を対象とする「精神障害者地域生活支援
事業」の3種類に分けられ、それぞれおおむね人口30万人に2ヶ所ずつ設置する予定とさ
れた。さらにこれらの生活支援事業は、2000年6月の社会福祉事業法の社会福祉法への改
正により、「障害児相談支援事業」「身体障害者相談支援事業」「知的障害者相談支援事業」
障害者地域生活支援センターの構想 ユOg
という名称で、「知的障害者デイサービス事業」や「身体障害者生活訓練等事業」などと
ともに、第2種社会福祉事業として法制化された。
　「障害児（者）地域療育等支援事業」は、「療育」という名称が使われているが、心身障
害児だけでなく在宅の成人知的障害者も対象とするものとされ、療育相談とともに地域生
活支援が事業の柱となっている。具体的には、専任のコーディネーターを配置して、療育
相談などで関わったもののうち希望するものを登録し、常時その状況を把握して必要な援
助をすることになっている。事業の実施主体は都道府県・指定都市・中核市で、事業委託
先は、障害児・者施設を経営する社会福祉法人に限定されている。2000年度の事業受託
施設数は全国で300ヶ所であるが、障害者プランの最終年度である2002年度中に780ヶ所
まで増やすことになっている。
　「市町村障害者生活支援事業」は、18歳以上の身体障害者とその家族を対象として、各
種の地域資源のコーディネートに加えて、社会生活力を高めるための支援やピアカウンセ
リングを行うこととされている。この事業の実施主体は市町村であるが、事業委託先につ
いては障害者施設併設を条件としておらず、社会福祉協議会や任意団体も事業の受託者と
なっている。全国の事業受託団体数は、2001年10月の時点で179ヶ所であるが、2002年
度には、690ヶ所にまで増やす計画である。
　「精神障害者地域生活支援事業」は、地域で生活する精神障害者を対象として、日常生
活の個別・具体的な援助や相談、地域交流や生活情報の提供などを行う事業である。この
事業は、他の2事業が相談や資源調整を主な機能としているのとは異なり、直接的な生活
援助も行うことになっているため、毎日24時間対応できる職員体制を組むことが条件と
され、精神障害者生活訓練施設や福祉ホームなどとの併設が原則となっている。事業受託
施設は、1998年の時点で115ヶ所であるが、最終の設置予定数は650ヶ所である。
　障害者プランによって創設された生活支援事業は、たんなる施設の付加的機能ではな
く、」定の人ロエリアを設定して、エリア内で生活する障害者の二一ズに合わせた地域サ
ービス資源の調整を本来の目的としており、従来の入所施設偏重の障害福祉施策を地域福
祉施策充実の方向へ大きく転換する可能性を秘めている。だが、こうした相談・コーディ
ネート事業が有効に機能するには、エリア内のサービス資源を柔軟に効果的に活用できる
ようになっていることが前提であり、そのためにはエリア内の関係者・関係機関相互の連
携を作り出すことが不可欠となるが、誰が（どの機関が）中心となって、どのような手順
で資源間の連携を作り出していくかといったことは、今のところ不透明である。また事業
を受託した社会福祉法人が地域生活支援の意味を十分理解していない場合には、当の法人
が運営する施設体系の一部門という認識しかなく、法人施設体系内でサービスが完結する
ことをむしろ誇りとする法人も見られるのが実状である。また、障害種別や年齢によって
相談先が分かれているという問題も残されている。こうした間題点を克服し、地域で暮ら
す全ての障害児者やその家族が、必要な時必要なだけの援助を得られる地域生活支援シス
テムを作り出すために、その中核となる地域生活支援の拠点を具体的に構想していくこと
は、ノーマライゼーションの理念を現実化していくための最も重要な課題であるといえる
であろう。
（2）地域生活支援の先駆的事例
　［生活支援センターか福祉圏の広域調整機関として機能している事例一滋賀県甲賀郡障害者生
　活支援センター一］
　滋賀県では、全県を7つの「福祉圏」に分けて「障害者福祉計画」を策定している。甲
賀福祉圏は、7町から構成され人口は約14万人であり、圏内には障害者法定施設が9ヶ
所、障害者作業所が7ヶ所、グループホームが19ヶ所あり、福祉資源には比較的恵まれて
いる地域である（1997年現在）。しかし、これまで、障害者入所施設の入所者の多くが県
外者によって占められているなど、施設が地域の資源として機能しているとはいえない状
況にあった。成人入所施設の1つであるS青年寮では、職員の独自な努力により、地域在
住の障害者に対するレスパイトサービス（ホームヘルパー、ショートステイ）を実施して
いたが、その実績を踏まえ、甲賀郡障害者福祉計画の柱となる施策として、1996年度か
ら「甲賀郡障害者生活支援センター」を開設した。
　この生活支援センターの事業は、「障害児（者）地域療育支援事業」を核としているが、
あわせて国の制度と県単独事業を組み合せて、「24時間対応型総合ホームヘルプサービス
事業」「ナイトケア事業」「知的障害者デイサービス事業」などを実施している。これらの
事業の実施にあたって重視されているのは、障害の程度や利用理由に制限なく、いついか
なる時でも、電話一一本の手続でサービスが利用できるということである。これらのサービ
ス事業は7町からの委託事業であり、生活支援センターは、7町の福祉主管課長とともに
「甲賀郡心身障害児・者在宅福祉事業運営協議会」を設置し、センターの運営や事業の検
討を行っている。そこでの申し合わせにより、利用者は予めセンターに事前登録してもら
い、実際のサービスの依頼があった場合実施の可否の判断は生活支援センターが行い、サ
ービス実績を月末に集計して各町に報告し、費用に関する事務処理を行っている。こうし
たサービス利用の流れを作り出すことで、サービス利用のたびに居住地の町に申請し、利
用決定まで時間がかかるという手続上の煩雑さを解消している。
　このように生活支援センターは、独自のサービス資源を開発して、障害者やその家族の
生活二一ズに即応できる体制を作り出しているが、それはセンターが障害者の二一ズを全
て満たそうとすることを意味しない。むしろ生活の基本は他のさまざまな場において営ま
れているのであって、センターのサービスはいわばそれらのすきまを埋めることで、生活
の全体を維持できるようにすることをねらっているのである。そこで重要になるのは、そ
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れぞれの機関や施設が効果的に連携して、個々の障害者やその家族がその時その場で最も
必要とされるサービスを提供できるシステムを作り出すことである。そのために、甲賀郡
では、S青年寮に配置されたコーディネーターを中心として、圏域内の福祉・保健・教
育・行政機関から職員が参加して「甲賀郡心身障害児・者サービス調整会議」が設置され
ている。ここでは、各機関・施設の活動の中で出てきた複雑な二一ズをもつケースや処遇
困難ケースについて、各種サービスの調整を行っている。また個別的二一ズやサービス充
足状況の把握を蓄積することで、それらが圏域全体の課題であることを明確にし、個別ケ
ースの検討だけでなく、行政課題や新たなサービスの開発に向けた検討を口∫能にしてい
る。
　この活動を基本に、ユ997年10月から甲賀郡では障害者ケアマネジメント試行事業が実
施された。この事業では、総合相談窓口を設けず、利用者にとって相談しやすい場はどこ
でも相談窓口となれるようなシステムが考えられた。相談を受けた各機関は、相談内容に
応じて各機関だけで充足できる二一ズとサービス調整会議につなぐ二一ズとに分けて対応
する。その際、各機関が二一ズを抱え込んだり抑え込んだりせず、サービス調整機関に二
一ズに関する惰報を集中させることが留意点とされた。その上で、ケアマネジャー、コー
ディネーター、生活支援ワーカー、雇用支援ワーカーからなるケアチームを中心にケアマ
ネジメントが進められていった。
　このように甲賀郡では、各町が財政規模や障害者の数の面で単独では事業化が困難であ
った地域生活支援システムを、広域事業として組み立てることで構築しようとしてきた。
従来のサービス調整の窓口であった福祉事務所や実際にサービスを提供する各施設・機関
が、コーディネーターや生活支援センターを核とする広域のサービス調整会議の場に結集
することで、従来の縦割りによる弊害やネットワーク化への課題を克服しようとしている
のである。
　今後予定されている障害者へのケアマネジメントの導入にあたっては、サービス調整の
場が効果的に機能することが不可欠の条件であるが、その点で甲賀郡の事例は注目すべき
ものである。
　［地域生活の内実を重視して地域生活支援に取り組んでいる事例一西宮市社会福祉協議会「青
　葉園」∵一］
　「青葉園」は「重症心身障害」あるいは「重度重複障害」といわれる障害をもつ人たち
が通う通所施設である。西宮市では1960年代から、どんなに障害が重くてもこの街で暮
らし続けていこうという運動が展開され、就学前の通園施設作り、就学運動を経て、学校
教育終了後に活動できる場の確保の二一ズが生じてきた。そこで、1981年に西宮市の補
助金により社会福祉協議会が運営する法外通所施設である青葉園が発足したのである。こ
の施設は、障害が重いという理由で授産施設や地域作業所へ通うことのできない学卒後の
障害者全てを受け入れる方針をとっており、定員定数や在所期限を決めていない。そのた
め通所者の数は年々増えつづけてきた。このような柔軟な施設運営が可能であるのは、市
独白の事業であること、障害者の地域生活運動を基盤としていることなどによるが、重度
障害者の二一ズを柔軟な発想によってうけとめていこうとする姿勢は、青葉園の活動全体
に浸透している特長であるといえる。
　通所施設として生まれた青葉園であるが、発足の翌年には「青葉園は重度障害者の生活
拠点的場である」という基本理念を掲げ、地域生活を維持するのに必要な二一ズをひとつ
ひとつ取り上げながら、活動の範囲を徐々に拡大してきた。その実績を踏まえて、青葉園
は、総合的な地域生活のための活動と支援のシステムを構想するに至っている。
　青葉園の活動・事業は、3つの柱から成り立っている。1つは「日中活動（デイプログ
ラム）」である。通所者は1人週3日ないし4日通所しているが、興味深いのは、送迎車両
による巡回を行わず、園職員が手分けしてタクシーやリフト車で通所者の白宅まで送迎し
ていることであ㌫「送迎車両のランニングコストと重度障害者の二一ズを考えれば、こ
れが合理的なやり方だ」というのが、職員の発想である。デイプログラムは、個別プログ
ラムをべ一スにしながら、障害の程度や言葉によるコミュニケーションが可能かどうかと
いうことを基準に2つのグループを構成して、小集団活動にも取り組んでいる。
　青葉園が日中活動との関連でとくに力をいれているのは医療支援活動である。通所者の
ほとんどが日常的に医療を必要とし、また加齢からくる問題も生じており、通所者が安心
して暮らしていくために健康の維持促進が重要な課題になっているのである。現在隣接す
る障害児施設に付設された診療所の医師が嘱託医となり、看護婦さらに家族の協力のもと
で通所者の診察データを管理し、通所者の居住地でのかかりつけ医や専門病院、入院でき
る総合病院との連携をとり、必要な医療を確実に受けられるようコーディネートする体制
を作り出している。また医療機関への受診は家族のみでは十分対応できない場合も多いの
で、日常的に職員の付き添い援助を行っている。
　第2の柱は、「地域生活確立事業（ナイトプログラム）」である。最初の取り組みは、親
と離れての暮らしを経験し地域での生活の将来展望を見出すための「白立体験ステイ」で
あった。これは、2～3人のメンバーと職員が月曜から金曜まで園に宿泊するというもの
であ乱この取り組みには親のレスパイトの意義もあるので、通所者全員が1年に1度参
加できるようにしてきた。このプログラムの経験を基礎として、親の急用や緊急時に随時
園で宿泊する「緊急ステイ」も実施してきた。こうした取り組みの中で、親の長期入院や
親が亡くなるなどの状況が起こり、安定した地域生活を継続するためには、園のナイトプ
ログラムだけでは限界があることが明らかになった。そこで、92年からは最重度障害者
のグループホーム作りの運動が始まり、93年に園の近くに住宅を確保して生活ホームが
障害者地域生活支援センターの構想 ヱIヨ
発足した。このホームは現在、1名の定住者のほかに、家庭事情による長期問の生活支援
型入居や将来に備えての体験入居の場として活用されている。
　青葉園が現在地域生活確立事業の新しい課題として取り組み始めたのは、通所者が家庭
でのそれぞれの生活状況に応じて介護支援を得られるようにする派遣型支援活動である。
これはホームヘルパーやガイドヘルパー、訪問看護などの在宅サービスとも連携しなが
ら、西宮市の「全身性障害者介護人派遣制度」による介護人を養成し、紹介・派遣を行う
というものである。この活動は、宿泊型の支援活動の経験が基盤となっているが、同時に
障害当事者自身が実際にこれらのサービスを活用して、主体的に地域生活を組み立ててい
くという姿勢をもつことが必要になる。そこで、通所者自身の当事者活動の場として、園
内に「生活応援所」が設けられた。ここでは、言語での意思表示が困難な重い障害をもつ
人も含めて、白立プログラムの組み立てや、介護人派遣制度などの生活支援制度について
の学習や実際に制度を利用した時の問題点についての話し合いなどの、当事者白身による
相互支援活動が行われている。
　第3の柱は、「地域社会参加活動（地域プログラム）」である。青葉園を運営する社会福
祉協議会は市内を支部・分区に分け小地域福祉活動を推進しており、また各支部・分区か
ら選出された委員により「障害者福祉委員会」が構成されている。この委員会で重度障害
者の地域生活問題がテーマとして取り上げられたことを契機に、地域の社協役員による園
通所者宅への家庭訪問活動や、地区内に居住する園通所者や他の重度障害者が運動会や盆
踊りなどの地域行事に参加できるようにする活動が取り組まれていった。現在では、各地
区内の公民館などを利用して、週1回近隣の園通所者3～4人と職員が集まって地域の人
たちと交流するミニ通所事業「青葉のつどい」も開かれている。その他、園通所者やその
家族を交えての地区懇談会や学習会が開催されている。こうした活動によって、通所者1
人ひとりが、自分の住む町で人間関係や暮らしの広がりを作り出している。
　青葉園がこれまで行ってきた事業は施設に通所する障害者に限られてきたが、今後の展
望として、市町村障害者生活支援事業の受託の検討を進めている。その課題検討の一環と
して、「個人総合活動計画（総合プログラム）」づくりへの取り組みが始まっている。これ
は、デイプログラム、地域プログラム、ナイトプログラム、派遣型プログラムを統合化し
ながら、暮らしの内実づくりをめざすものであり、活動をできるだけ個別化して、通所者
自身が活動を選択して自分の暮らしを築きあげるのを総合的に支援しようとするものであ
る。
　あるべき生活支援とは、ショートステイや」時ケアなどを利用して目前の生活上の困難
を乗り切るだけにととまるものではないであろう。生活とは本来総合的に組み立てられる
ものであり、地域生活を継続するには、先の見通しがもてるヴィジョンが必要である。そ
うした生活支援のあり方を検討する上で、地域生活の内実を重視してきた青葉園の活動は
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参考にすべき点の多い実践であるといえる。
2．地域生活支援センターの構想一横浜市における実践事例一
（1）地域生活支援センター構想への取り組みの経緯
　横浜市では、現在、国の制度である「市町村障害者生活支援事業」・「知的障害者デイサ
ービス事業」・「身体障害障害者デイサービス事業」の3事業に市単独事業を加えて、障害
者の地域ケアシステムの中核となる「障害者地域活動ホーム」を、各区（18区）に1館ず
つ建設する計画を進めている。横浜市では「地域活動ホーム」という名称を用いている
が、市が意図しているのは、総合的な地域生活支援の拠点を作ることである。
　横浜市の「地域活動ホーム」の制度は、当初障害者地域作業所や障害児地域訓練会等の
民間の白主的活動に対する活動場所の提供と地域交流の目的で作られたものである。その
後、市はショートステイや一時ケア、余暇活動支援などの事業に対する補助制度を設ける
ことで、活動ホームに一定の生活支援機能をもたせる施策を進めてきた。しかし従来型の
活動ホームは作業室と訓練室、交流室があるだけの小規模施設であり、宿泊設備や事務室
もなく、活動にはおのずから限界があった。
　新たに建設される地域活動ホームは、従来型に比べ施設の床面積も3倍となり、ショー
トステイ専用居室や浴室、相談室、おもちゃ文庫専用室なども設置され、本格的な生活支
援の拠点として整備されるものである。また運営方式も、従来型が障害者団体や地域住民
で作る運営委員会によって行われていたのに対し、新しい活動ホームの運営は、国庫事業
を導入することもあって、障害者施設を経営する社会福祉法人へ委託することとされた。
ただし、地域の関係者で構成する運営委員会も設置して、そこが活動ホームの運営と地域
の障害児・者への生活支援や地域の連携について協議することになっており、運営法人は
この協議を尊重した施設運営を行うことと定められている。
　この計画は、行政と民間の障害福祉関係者、住民を含めた各区のイニシアチブで取り組
むことになっており、2000年度末までに2館が稼動している。横浜市K区では、新しい地
域活動ホームの建設に向けて、ユ997年9月に区行政、区社協、区内の障害者団体や障害者
施設、養護学校、障害福祉関係機関の代表者が集まって懇談会を設立し、市に早期の建設
を要望するとともに、新しい活動ホームとそれを核とする地域ケアシステムをどのように
構想していったらいいかについて、検討していった。そして99年度の予算措置で建設が
正式に決まったのを受けて、99年4月に市の事業要項に基づいて、公私の障害福祉関係者
と地域住民から構成される建設委員会を設置して、具体的な施設設計と事業内容について
2001年9月まで、協議を重ねてきた。筆者は懇談会発足時からこの活動に参加し、建設委
員会では関係者からの幅広い要望を取り込みながら、事業計画案を中心になって作成し
た。計画案作成にあたっては、地域生活支援の基本理念をふまえるとともに、地域生活支
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援の先駆的実践例から学んだことを、地域の実情にそくして盛り込むようにつとめた。以
下では、この計画案をもとに、筆者が構想した地域生活支援センター（横浜市での実際の
名称は「地域活動ホーム」）の具体的な事業内容について、述べていきたい。
（2）地域生活支援センターの具体的構想
　［地域生活支援の考え方］
　地域生活支援を論じる際によく指摘されるのは、地域での生活には決まった形はなく、
1人ひとりの生活は個別的で多様だということである。人は、たとえ障害をもっていて
も、白分なりの選択を通じて個性的な暮らしを築いていく権利を保障されなければならな
い。だが、人の生活には、共通の基本形、あるいは基本的リズムがあることも確かであ
る。生活上の困難は、この基本形あるいは基本的リズムの乱れとして現れてくることが多
い。その乱れが本人の選択によるものであり、納得の上でのことであるならば、問題はな
い。しかし、障害をもつ人の場合、この基本形そのものやリズミカルな生活の流れが十分
保障されていないために、意に反した生活スタイルに甘んじなければならないことが多
い。生活支援が、生活の断片の支援にとどまることなく、先の見通しのもてる生活の総合
的支援になるためには、すなわち地域生活支援システムといえるものになるためには、ま
ずこの生活の基本形をおさえていくことが必要であろう。
　筆者が考える生活の基本形は次のようなものである。生活とは「働く・活動する（日中
生活）」・「暮らす・憩う（居住生活）」・「遊ぶ・学ぶ（余暇生活）」の三つの生活領域から
構成され、さらにこれらの生活領域問をスムーズに「移動する」ことにより、生活のリズ
ムが生み出される。この「移動」には、空間的移動と同時に、精神的移動（気持ちの切り
替え）も含まれる。地域生活支援システムは、これら3つの生活領域とその間の移動から
成り立つ地域生活の全体を視野におくものでなければならない。
　［地域生活支援センターが果たす役割1
　地域生活支援センターの基本的機能は、障害者本人やその家族が、二一ズを満たすのに
最適なサービスを選択できるように援助することであり、適切な相談活動とコーディネー
ト活動を通じて、二一ズをもつ人と地域内のサービス資源とをつなげていくことである。
したがって支援センターそれ自体にとっては直接的なサービス提供は必須の機能ではな
く、むしろサービス機能をもつと支援センターがサービス施設化して利用者の「抱え込
み」といった弊害が起きる可能性もある。
　しかし、地域内のサービス資源が非常に不足している現状では、相談・コーディネート
活動だけでは十分な生活支援の機能を発揮することは困難である。そこで支援センターが
柔軟に活用することのできるサービス資源をもつことは有利な条件になる。その場合、利
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用者の「抱え込み」が起きないよう、支援センターは、地域内の独立したサービス資源の
活用を優先すべきであり、資源が不足しているなら新たにそれを作り出す努力が必要であ
り、支援センターがもつサービス機能はあくまで補完的なものとして位置づけておくこと
が重要であろう。
　横浜市の新たな「地域活動ホーム」事業では、相談事業の他に、デイサービス、ショー
トステイ・」時ケア、余暇活動支援、おもちゃ文庫が必須事業となっている。そのため、
直接的なサービス事業の運営を主とする施設であるかのような印象を与えるが、相談・コ
ーディネート事業を地域生活支援システム作りの核にしていくためには、活動ホーム固有
のサービス事業は、あくまで地域資源の一つにすぎないことを確認しておく必要がある。
活動ホームのサービスを利用してもらう　（利用させる）ための相談事業になっては、本末
転倒だからである。
　以下に述べる横浜市K区障害者地域活動ホームの事業案は、活動ホームを地域生活支援
センターとして機能させるという考え方から生まれたものであり、デイプログラム、ショ
ートステイ・」時ケア、余暇活動支援といった直接的サービス事業は、地域内の他の資源
との有機的連携をはかるという前提で構想されている。
　［障害者地域活動ホーム（地域生活支援センター）の事業］
　A．デイサービス事業（日中活動部門）
　デイサービス事業は、市の事業要項により18歳以上の知的障害者と身体障害者が対象
で、利用人数は1日あたり40名とされている。K区では、地域内に重度重複障害者が利用
可能な施設や作業所が非常に少ないことから、5名程度は重度重複障害者の利用を保障す
ることにし、看護職員を配置することにした。
　デイサービスの第一の目的は、いろいろな事情で他の資源を利用していない在宅障害者
の日中活動の場を保障することであるが、同時に地域の作業所に通っている人や就労して
いる人も活動ホームのプログラムに参加できるようにして、障害者の生活をより豊かに広
げていくこも目的とし、多様な方法で利用できるようにした。また利用時間についても、
個人の事情に応じて柔軟な対応をすることにした。プログラムの内容については、大型施
設でなければできない種目や、障害をもつ人の暮らしの幅を広げる可能性のあるものを取
り入れた。
　なおデイサービス事業には給食と入浴が必須事業になっているが、今後デイサービス利
用者以外の利用についても検討することになっている。
○デイサービス事業の概要
　①在宅障害者が日中活動の場として日々通所する（固定的的利用）。
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②障害者が白分に適した活動を見つけたり、新しい作業所を設立したりするために通
　過的に利用する（通過的利用）。
③すでに別の場に通っている障害者が、生活をより豊かに広げていくために、週1回
　あるいは月数回などの形で利用する（計画的利用）。
④利用希望者は、事前に登録してもらい、それぞれの希望や二一ズに応じて具体的な
　利用方法を選択する。
⑤利用時間帯は、月曜日から金曜日の午前10時から午後3時30分までとする（送迎
　時問は含まない）。ただし、個々人の二一ズや事情に合わせて、開始時問を早めた
　り・終了時間を遅くするなど個別的に柔軟な対応をする。
⑥プログラム内容
＊創作一陶芸（設備有り）、木工、染物、園芸
　＊食品製造一パン・クッキー作り（設備あり）
　＊店一喫茶・軽食（設備あり）
　＊文化一パソコン・音楽
＊身体活動一屋外活動、リラクゼーション
　B、ショートステイ・一時ケア事業（日常生活援助部門）
　ショートステイ・一一時ケアは・緊急時や介護者に用事がある時、あるいは障害者本人や
介護者が休息したい時に、障害者が短期間施設で暮らすことで、・家族生活や地域生活の継
続を保障しようとするものである。だが、日常生活援助という視点で考えると、ホームヘ
ルパーやガイドヘルパー、入浴や給食、グループホームなど、他のサービス資源との関連
を考慮することが重要である。その人が先の見通しをもって日々の暮らしを続けていける
ようにすることが日常生活援助であり、ショートステイ・一時ケア事業もそれだけで完結
する事業としてではなく、他の資源との連携（時には新たな資源の創出）を常に考慮しな
がら行われる必要がある。
　ショートステイや一時ケア利用者の声としてよく耳にするのは、「突然見知らぬ場所に
連れていかれても適応できない」「遠くの施設では、いつも通っている作業所や学校に通
うことができない」というものである。とくに知的障害や情緒障害をもつ人の中には、見
知らぬ場所に適応することに困難を抱える人も少なくない（精神的移動の問題）。ショー
トステイや一時ケアを行う施設は利用者にとって身近で慣れ親しんだ場所になることが必
要であり、日常生活を大きく変えずにすごせる環境にしていかなければならない。また対
応する職員の側は、利用者に関わる情報を予め知っている必要があり、そのためには利用
者のプライバシーに十分配慮しながら、事前登録をしてもらうことが有効である。
○ショートステイ・一時ケア事業の概要
　①事前登録制を原則とし、支援に必要な情報（健康に関する情報など）をあらかじめ
　　提供してもらう。ただし緊急時で事前登録をしていない場合は、事後登録とな乱
　②利用手続きはできるかぎり簡素化し、実際の利用の際は、電語一本で利用決定でき
　　るようにする。
　③利用対象者は学齢期以上とする。ただし、常時看護職員を配置できないため、特別
　　な医療ケアを必要としないことを原則とす乱
　④緊急時・レスパイトを含め、利用理由の制限は設けない。
　⑤1回の利用期間は1週問以から10日程度とする（短期利用）。
　⑥1年365日必要な時に利用できるものとす㍍
　⑦今後の課題として、派遣型の支援事業（ホームヘルバー・ガイドヘルパー）の創設
　　を検討する。
　C．余暇活動支援事業（地域活動支援部門）
　地域の中では多様な余暇活動が行われているが、その多くは地域作業所・サークル・青
年学級などにおける集団活動である。しかし、障害をもつ人の間では・お仕着せの活動で
はなく、白分の好きな時に好きなことがしたいという思いも強い。そうした個別的二一ズ
ヘの支援も行えるようにすべきであるし、集団活動も多様なプログラムを用意すべきであ
る。最も自由であるはずの余暇生活において、障害をもつ人の場合、型にはまった活動に
参加せざるをえないという状況がしばしばみられるのである。個別的活動にしろ、集団活
動にしろ、利用者の意思と選択を尊重し、その人なりの余暇が組み立てられるように支援
を行うことが重要である。また余暇活動こそ、地域の住民との自然なふれあいやボランテ
ィアとの交流を楽しめる機会であり、地域住民やボランティアが白由な発想で余暇活動や
交流の企画が立てられるような基盤作りに取り組む必要があ乱
○余暇活動支援事業の概要
　①個別的支援への要望が強いので、横浜市のガイドヘルパー制度も活用し・また制度
　　の拡大を要望するとともに、独白の余暇ボランティアやガイドボランティアの育成
　　と組織化に取り組む。
　②社会的な経験の場を広げ、利用者が選択する力をつけられるようなプログラム活動
　　を企画する。具体的には、外出プログラム、就労している人たちを中心とする障害
　　者本人グループの活動支援（話し合いの場の設定や活動援助）、学齢期の子供向け
　　の週末・長期休暇の余暇活動プログラム（養護学校などと連携して行う）、活動ホ
　　ームのたまり場的利用などの活動を組み立てる。
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③地域の人たちと共同して交流事業を企画する。
　D．移動支援
　入所施設での暮らしと異なる地域生活の最大の特徴は、さまざまな社会活動やサービス
提供が別々の場所で行われているという点にある。したがって、移動に困難をともなう障
害者にとって、移動の保障は地域での暮らしを確立していくために欠くことのできない条
件であ乱しかし移動のために利用できるサービス資源は極端に少ないのが現状である。
支援センターは、センター利用に付属する送迎サービスの提供に加えて、地域の関係者と
ともに、地域内での移動を援助するサービスのシステムづくりを中心となって進めていく
必要がある。
○移動支援事業の概要
　①リフト車を含む複数の車両を確保する。
　②デイサービス事業については、利用者の必要に応じて車両による送迎サービスを行
　　う。
③ショートステイ・一時ケアについては、日中活動との継続や家族の状況などを考慮
　　して、必要に応じて移動援助を行う。
　④相談機能と連携しながら、学校、作業所、家族などとの移動援助に関する役割分担
　　の調整を行う（移動コーディネートの機能）。
⑤地域の関係機関、施設、作業所、ボランティアグループ、有償サービス団体などと
　　連携して、送迎ボランティアの育成・組織化や利用調整、各施設や機関がもつ車両
　　の有効活用をはかり、移動支援ネットワーク作りに取り組む。
⑥既存交通手段（公共交通機関、道路や駅など）の改善を関係機関に要望していく。
　E．相談・コーディネート事業（生活支援部門）
　相談・コーディネート事業の役割は、どのような二一ズに対しても、個別的事一1青を十分
に受け止めて、柔軟に対応することであるが、相談員（あるいはコーディネーター）が持
つべき視点として、年齢（ライフサイクル）に応じて支援を組み立てるということが重要
である。幼児期、学齢期、成人期（青年期～中高年期）では、それぞれ支援のポイントが
異なるので、それぞれの時期に応じた生活支援（自立支援、家族支援）をコーディネート
しなければならない。成人期の場合には、デイサービスやショートステイ、グループホー
ムなどの既存のサービスをどう組み立てていくかが課題となる。一方、幼児期、学齢期の
場合は、利用できるサービス資源が少ないので、まず親と一緒に何をしたらいいか、どの
ような資源があればいいか考えること、次に利用できる資源を探すこと（あるいは新たに
開発すること）が課題となる。
　いずれの場合も、家族と一緒に考えるという姿勢が重要である。その場合、「家族なん
だから子どもの面倒をみるのは当然だ」という考え方をとるべきではないし、子供をよそ
に預けることで家族が引け目を感じる必要はないことを伝えなければならない。むしろ、
サービスを利用することで、家族も自分自身のことを考え、自分のために時間を使えるよ
うになることこそ支援の目的である。障害者本人への自立支援と家族支援を別のものとし
てでなく、両方を考慮して支援を行うことが重要である。
　また地域には、今でも援助も情報もないまま暮らしている人が少なくないので、そうし
た人びとを掘り起こすような支援を行う必要がある。
　相談・コーディネート事業は、相談員（コーディネーター）の資質や人柄によってその
活動の内容が大きく左右される部門である。コーディネーターには、複数のスタッフ（チ
ーム）を配置し、利用者に適したコーディネーターが対応できるようにする必要がある
（男性と女性、ベテランと若手などを考慮して配置する）。支援センターには、幼児から年
配者まで、また多種多様な障害をもつ人やその家族が相談に来ると考えられるので、コー
ディネーターには幅広い知識と対応能力が要求される。
　また行政（福祉事務所）が抱える大きな問題のユつは、ケースワーカーや窓口担当者が
短期間で入れ替わってしまい、長期間にわたる継続的な援助が難しいことである。支援セ
ンターでは、地域に密着して、同じ人を長く見続けていくことが可能であるし、またそれ
を可能にする体制をつくるべきである。
　相談・コーディネート事業を進めるために、地域のサービス資源関係者で「ケア調整会
議（実務者会議）」を構成する必要がある。この会議をどの程度有効に活用できるかが、
相談・コーディネート事業の、ひいては支援センター全体の事業の成否を左右することに
なる。
○ケア調整会議（実務者会議）の概要
　①区内の障害者施設、地域作業所、障害福祉関係機関、行政、障害者団体の実務者
　　（職員）が参加する会議を月1回程度開催する。
　②ケア調整会議では、個々の施設や機関などで対応の難しいケース、複雑な二一ズを
　　抱えるケースを出し合い、どこが何をできるかを具体的に話し合う。施設や作業所
　　が、白分のところでケースを抱え込むのでなく、自分の施設以外の資源がもつ長所
　　をみつけ、相互に利用していけるよう調整する。
　③必要な時には、各施設や機関の実務者同士が、個別的に語し合う機会をもつ（個別
　　支援会議）。活動ホームの窓口（コーディネーター）を中心として、相談調整のシ
　　ステムができることで、こうした個別の調整も可能になると考えられる。したがっ
障害者地域生活支援センターの構想 ユヱI
て・コーディネートは・個人的活動ではなく、システムとして位置づけられること
になる。
おわりに
　本稿で述べた地域生活支援センターの構想は、あくまでの構想の段階のものであって、
今後支援センター（地域活動ホーム）が開所されてから、実際にさまざまな相談に応じて
いく中で・問題点や修正すべき点が出てくるであろう　（開所予定は2001年11月）。しか
し、重要なことは、地域生活支援とは何かを絶えず間い直し、地域で暮らす全ての障害者
を対象として地域生活支援を組み立てていくという姿勢であろう。横浜市K区の活動ホー
ムを運営する予定の社会福祉法人の責任者は、措置施設を運営する感覚で、地域活動ホー
ムを運営しようとする姿勢から抜けきれていない。この姿勢は、地域生活支援事業を受託
している多くの社会福祉法人に共通する傾向であるかもしれない。地域生活支援センター
を真に地域生活支援システムの核としていくためには、運営を法人まかせにせず、地域の
関係者が具体的な事業展開に積極的に関わりながら、具体的なケースについての連携を積
み重ねる中で・地域生活支援の基本理念を確認しあうことが必要である。
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